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研究成果の概要（和文）：本研究の調査結果により、ソーシャルフィルタリング利用の影響として、社会に対する視野
が狭くなり社会争点に関する知識量が少なくなる可能性があることが定量的に確認された。ただしソーシャルメディア
上の弱い紐帯のコミュニケーションによって社会に対する知識が増える効果も想定される。FacebookやTwitterの場合
にはこれら2つの効果が互いに打ち消し合っていると考えられるが、LINEなど強い紐帯のコミュニケーションに特化し
たソーシャルメディアを利用する場合は打ち消しがあまり起こらず、共通知識が少なくなるマイナス効果が強く現れる
恐れがある。

研究成果の概要（英文）：The results of this empirical study suggests that social filtering via social 
media could narrow people's social perspective and reduce common knowledge, by communication through 
strong ties. At the same time, it could have opposite effects by communication through the weak ties. If 
people use Facebook or Twitter, whose friend network have strong ties and weak ties, both effects would 
annihilate each other. However when people use LINE, whose friend network mainly have strong ties, it 
would cause only negative effects to social perspective and common knowledge.

研究分野：インターネットコミュニケーション

キーワード： ソーシャルメディア　選択的接触　フィルターバブル　紐帯　ニュース
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 インターネットの普及に伴い社会で流通
する情報量は爆発的に増加し続け、情報の供
給量と人々が消費する情報量との乖離は拡
大する一方である。これに対応するため、イ
ンターネットユーザーの間で、テレビや新聞、
ニュースサイト等のマスメディアに接触す
る代わりに Facebookや Twitter等のソーシ
ャルメディア上で友人が勧める情報をもと
に情報を取捨選択する、「ソーシャルフィル
タリング」と呼ばれる情報行動が先進的イン
ターネットユーザーを中心に広がっている。 
 ソーシャルフィルタリングは、人々の態
度・行動へ影響したり、ユーザーの社会ネッ
トワークによって接触する情報内容を偏ら
せたりする可能性がある。情報流通量の増加
やソーシャルメディアの普及動向を考慮す
ると、ソーシャルフィルタリングの影響は今
後社会の広範囲に及ぶであろうと予想され
るが、その心理的メカニズムに関する実証的
な研究はほとんど行われていない。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、ソーシャルフィルタリン
グの利用実態を把握し、その心理的影響と心
理的メカニズムについて、定性・定量的手法
を用いて調査・分析を行い明らかにすること
である。 
 インタビュー調査により先進的インター
ネットユーザー等からソーシャルフィルタ
リングの利用実態を詳細に聴き取り、ソーシ
ャルフィルタリング利用行動とその心理的
影響の基本モデルを検討し、一般ユーザーへ
のオンラインアンケート調査によってそれ
らを定量的に把握する。これら定性的・定量
的分析によりソーシャルフィルタリング利
用実態と、情報環境の偏りや情報格差などの
影響、その心理的メカニズムについて実証的
な検証を行うことを狙っている。 
 
３．研究の方法 
(1)インタビュー調査 
 先進的インターネットユーザーへの個別
インタビューと、一般的インターネットユー
ザーへのグループインタビューを実施した。 
①先進的ユーザーインタビュー 
・実施時期：2011 年 11 月から 2012 年 2月 
・対象者：先進的なインターネットコミュニ
ケーションを行っている有名ブロガー5名 
・方法：半構造化インタビューを行い、ソー
シャルフィルタリング利用実態ならびに今
後のソーシャルフィルタリングの動向とそ
の社会的影響について意見を聴取した。 
②ヘビーユーザーグループインタビュー 
・実施時期：2012 月 2月 18 日 
・対象者：ネット調査会社のモニターから抽
出した、ソーシャルメディア利用頻度が高い
社会人男性（4 名）・社会人女性（4 名）・大
学生（3名） 
・方法：グループインタビューを通じて彼ら

のソーシャルフィルタリング利用実態を聴
取した。 
 
(2)オンラインアンケート調査 
 インタビューから得られた知見をもとに
設問を作成し、インターネット調査会社のモ
ニターから一般的なインターネットユーザ
ーを抽出し、2波のパネル調査を実施した。 
①第 1波 
・実施時期：2014 年 1月 24 日～26 日 
・調査対象：10～70 代の男女 
・回収サンプル：2272 
・設問項目：ソーシャルフィルタリング利用
の有無・利用頻度、利用の影響、共通知識、
社会ネットワークの規模・社会的同質性、メ
ディア信頼性など 
②第 2波 
・実施時期：2014 年 9月 26 日～10 月 10 日 
・調査対象：第 1波サンプルに回答を依頼 
・回収サンプル：1237 
・設問項目：基本的に第 1波と同様 
 
(3)質問紙実験 
災害時のソーシャルフィルタリング行動
を調べるため 3回の質問紙実験を行った。本
実験には複数の研究者が関わっているが、各
自のリサーチクエスチョンにもとづき設
計・実施したものであるため、研究分担者・
連携研究者とはしていない。 
被験者には場面提示で夜間に地震が発生
した際にTwitterで災害関連情報を受信した
状況を想起させ、Twitter で受信した情報に
対する信頼度や行動意図、不安の度合いの設
問に回答させた。 
①第 1回調査 
・実施時期：2013 年 2月 27・28 日 
・対象者：インターネット調査会社のモニタ
ーから抽出した 10～40 代の男女 
・回収サンプル：580 
・設問：行動意図、信頼度、行動コスト等 
②第 2回調査 
・実施時期：2013 年 7月 
・対象者：関東・関西の大学生 
・回収サンプル：737 
③第 3回調査 
・実施時期：2014 年 7月 
・対象者：関東・関西の大学生 
・回収サンプル：大学生 428 名 
※第 2回・第 3回の設問は第 1回の改良版 
 
４．研究成果 
(1) インタビュー調査 
①先進的ユーザーインタビュー 
インタビューを行った有名ブロガーは全
員、日常的に Facebook や Twitter 等でソ
ーシャルフィルタリングを行うと同時に、
テレビニュース・新聞などマスメディア情
報への接触も活発に行っていた。 
彼らはマスメディア情報とソーシャルフ
ィルタリングで得る情報を自覚的に使い分



けており、前者は社会生活を送る上で必要性
が高い情報、後者はニュースの第 1報やニュ
ースに対する人々の反応、特定テーマの詳細
な情報と認識していた。また、ソーシャルフ
ィルタリングの普及にともなって情報格差
が拡大することについて、多くの有名ブロガ
ーが自然な動向であるとの見解を有してい
た。 
 
②ヘビーユーザーグループインタビュー 
 ヘビーユーザーは友人の近況や話題、自分
が関心のあるテーマをチェックするために
ソーシャルメディアを長時間利用しており、
ソーシャルフィルタリングによってニュー
スを認知したり友人の意見に影響を受けた
りしていた。しかし、それらの行動は必ずし
も自覚的に行われているわけではなかった。 
 グループインタビュー対象者の大半は、テ
レビニュース・新聞等のマスメディア情報に
対してソーシャルメディア情報よりも高い
信頼感を抱いていた。しかしながら、実際の
メディア利用ではマスメディアにあまり接
触しておらず、結果的にオンラインニュース
やソーシャルフィルタリングされた情報へ
の依存度が高くなっているケースが見られ
た。 
 
③小括：インタビュー調査 
 先進的ユーザーと一般ヘビーユーザーの
間では、ソーシャルフィルタリングを利用し
ていることに対する自覚の有無に大きな差
異がみられた。Pentina & Tarafdar(2014)も
インタビュー調査結果から、ニュースを入手
する際にマスメディアとソーシャルメディ
アを使い分ける多数派とソーシャルメディ
アに依存する少数派が存在すると指摘して
いる。ソーシャルフィルタリングの利用パタ
ーンをタイプ分けした分析が必要と考えら
れる。 
 また、Facebook のシェアや Twitter のリツ
イートなどのソーシャルメディアの共有機
能を通じてフィルターされたニュースに接
触する認知面の効果だけでなく、ソーシャル
メディア上での友人との会話を通じてニュ
ースへの見方が影響を受ける態度面の効果
を考慮する必要があると考えられる。 
 
(2)オンラインアンケート調査 
定量的な調査・分析を行うため、ソーシャ
ルフィルタリング利用を、ソーシャルメディ
ア上の友人によって共有されたニュース（共
有ニュース）に接触することと操作的に定義
した。また、ソーシャルフィルタリングによ
って影響を受ける主な従属変数として、社会
争点についての知識量（共通知識： Neuman 
et al. 1992=2008）を設定した。 
 以降で紹介する調査結果は、日本で普及率
が高いソーシャルメディアの、Facebook、
Twitter、LINE について分析を行ったもので
ある。 

 
①ソーシャルフィルタリング利用概況 
 オンラインアンケート回答者のうちソー
シャルメディア利用者は 4割程度であり、そ
のうち 4～7 割が共有ニュースに接触してい
た。LINE は Facebook・Twitter と比べて利用
頻度が高い一方で共有ニュースへの接触
率・接触頻度は低かった（表１）。LINE は親
しい友人とのショートメッセージのやり取
りの会話が多く、情報発信目的ではあまり使
われていないためであろう。 
 
表 1 共有ニュースへの接触状況 

 Facebook Twitter LINE 

利用率 38.6％ 31.5％ 39.1％ 

利用頻度（月） 28.0 回 32.1 回 41.6 回 

共有ニュース

接触率 

71.9％ 72.5％ 38.2％ 

接触頻度（月） 13.0 回 14.4 回 6.0 回 
 
政治・社会・経済・国際など、回答者が接
触しているニュースジャンルの数を調べる
と、共有ニュースの接触ジャンル数はマスメ
ディアニュースと比較してごく狭い範囲に
集中していた（図１）。 
この結果は回答者が自分や友人が関心を
持つジャンルのニュースについてのみ接触
しているためと考えられ、ソーシャルフィル
タリングによって得られる情報の範囲に偏
りが生じるであろうことを示唆している。 
 
図１ 接触ニュースジャンル数 

 
②ソーシャルフィルタリングの効果検証 
共通知識の量を従属変数、共有ニュース接
触頻度、ソーシャルメディア利用頻度、デモ
グラフィック属性を独立変数とする重回帰
分析の結果が表 2 である。Facebook と
Twitter は共通知識量への効果がなかったが、
LINE の利用頻度と LINE の共有ニュース接触
頻度は統計的に有意なマイナス効果があっ
た。また、利用頻度のほうが共有ニュース接
触頻度よりも効果が大きかった。 
 LINE のみ共通知識量へのマイナス効果が
見られた理由は、LINE では親しい友人との会
話が多いためと考えられる。言い換えると、



LINE では強い紐帯のコミュニケーションが
主であり、弱い紐帯による幅広い情報や多様
な意見に接触する機会が少ないためであろ
う。また、そのようなソーシャルメディアで
は、友人にフィルタリングされた共有ニュー
スにより接触情報が偏る認知的な効果より
も、友人とのコミュニケーションを通じて社
会に対する関心の幅が狭まる態度面での効
果のほうがより強い効果を発揮すると考え
られる。 
 

表 2 共通知識得点を予測する重回帰分析 

 β 

性別（男：1、女：2） 

年齢 

世帯年収 

政治・社会関心 

テレビニュース 

新聞 

Yahoo! ニュース 

共有ニュース (Facebook) 

共有ニュース (Twitter) 

共有 ニュース(LINE) 

Facebook 利用 

Twitter 利用 

LINE 利用 

-.169*** 

.144*** 

.097*** 

.325*** 

.042†  

.076**  

.071**  

-.036    

.025    

-.042†  

.009   

-.012   

-.096*** 

決定係数 .323*** 

調整済決定係数 .318    

†：p<0.1、*：p<0.05、**：p<0.01、***：p<0.001  

 
③小括：オンラインアンケート調査 
オンラインアンケート調査結果から、共有
ニュースで接触されるニュースジャンルの
幅はマスメディアと比べて狭い範囲である
こと、共有ニュースへの接触は共通知識量に
対してマイナスの効果があることが定量的
に確認された。 
 Pariser(2011=2012)はソーシャルメディ
ア上の友人は自分と考え方が似ている可能
性が高いため、友人がフィルターした共有ニ
ュースに情報源を依存すると、自分とは異な
る考え方に接する機会が減少し、自分だけの
情報宇宙（フィルターバブル）に包まれるよ
うになると主張しており、本結果はこの主張
をある程度裏付けるものである。 
 一方、共通知識量へのマイナス効果が LINE
という強い紐帯のコミュニケーションに特
化したソーシャルメディアでのみ見られ、
Facebook・Twitter では見られなかったこと
は、こうしたマイナス効果が弱い紐帯のコミ
ュニケーションによって打ち消されている

ことを示唆していると考えられる。 
 フィルターバブルの検証を試みた研究に
はソーシャルメディアは多様な人々との交
流機会を増やし、自分と異なる属性や意見の
人々と議論する傾向があると指摘している
ものがあり（Kim et al. 2013）、上記の説明
はその知見と整合的である。 
 
(3)質問紙実験 
 質問紙実験の第 1回～第 3回調査は、災害
時にソーシャルメディア上で接触した情報
（ソーシャルフィルタリングされた情報）に
対して、同情報の指示を受け入れて対処行動
を取る際にどのような要因が作用するかを
調べた一連の調査であるため、説明をまとめ
て行うこととする。 
 災害時のソーシャルフィルタリングに特
に焦点を当てた理由は、東日本大震災時に
Twitter 上で流言が流通し、社会問題視され
ていたことによる。 
 主な従属変数はソーシャルメディアで指
示された行動への対応意図、情報源への信頼
とし、主な独立変数には情報源（NHK、友人、
他人、有名人、専門家）、対処行動コスト（高
コスト、低コスト）、災害の生起確率を使用
した。 
 質問紙実験調査の第1回調査では対処行動
コストと情報源の信頼評価の間に交互作用
がみられた（図 2）。言い換えると、情報源の
信頼性は一定したものではなく、それが伝え
る情報が求めるコストによって後付け的に
変化する可能性があると予想した。しかし第
2 回調査では同様の結果が得られず、結果が
安定しなかった。 
 

図 2 情報源信頼と行動コストの交互作用 
 
 そこで Rogers(1983)の修正版防護動機理
論にもとづいて第3回調査を実施したところ、
同調査では交互作用は情報源への信頼と行
動コストの間ではなく、主に災害の生起確率
と行動コストの間で生じていた。 
 言い換えると、全般的には災害の生起確率
が高いほど対処行動が取られやすいが、対処
行動コストが高くなると生起確率が高い場
合であっても対処行動が取られにくくなっ
ていた。同結果は、修正版防護動機理論の作
業仮説を整理した木村（2002）が予測した内
容と整合的であった。 



 
(4)研究成果総括 
 本研究の結果、ソーシャルフィルタリング
の影響とその心理的メカニズムの概要を把
握することが可能となった。 
 ソーシャルフィルタリングの影響として、
社会に対する視野が狭くなり、共通知識量が
少なくなる可能性があることが確認された。
一方で、ソーシャルメディア上の弱い紐帯の
コミュニケーションによって社会に対する
知識が増える効果も想定される。 
FacebookやTwitterではこれら2つの効果
が互いに打ち消し合っていると考えられる
が、LINE など強い紐帯のコミュニケーション
に特化したソーシャルメディアでは打ち消
しがあまり起こらず、共通知識が少なくなる
マイナス効果が強く現れる恐れがある。 
ただしインターネット利用者は LINE だけ
を利用しているわけではないため、他のソー
シャルメディアやマスメディアも含めた情
報環境全体としてみた時に、人々のコミュニ
ケーションに偏りがあるか否か、偏りがあれ
ば改善策を検討するべきであろう。 
 なお、災害時のソーシャルメディア流言に
ついては、大きな実害を伴う行動が取られる
危険性は小さい、小さな実害を伴う行動であ
れば比較的容易に実行に移されてしまう可
能性がありそうでる。ソーシャルメディアの
拡散力を考慮すると、小さな実害行動が多数
発生することで生じる影響についても今後
注意を払う必要があるだろう。 
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